
○埼玉県警察スクール・サポーター運営要綱 

平成14年３月29日 

埼例規第34号・少 

警  察  本  部  長 

   埼玉県警察スクール・サポーター運営要綱の制定について（例規通達） 

 学校、地域、警察との連携による、中学生を対象とした非行防止対策を効率的に推進す

るため、みだしの要綱を別添のとおり制定し、平成14年４月１日から実施することとした

から、効果的な運用に努められたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添 

   埼玉県警察スクール・サポーター運営要綱 

第１ 趣旨  

  この要綱は、埼玉県警察スクール・サポーター（以下「スクール・サポーター」とい 

 う。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２ 任用  

  スクール・サポーターは、人格高潔で少年警察活動に造けいが深い者をもって充てる 

 ものとし、その任用に当たっては選考によるものとする。 

第３ 職務  

  スクール・サポーターは、生活安全部少年課長（以下「少年課長」という。）の指示 

 を受け、中学校等における非行防止活動を支援するため、次の各号に掲げる職務を行う 

 ものとする。 

  なお、各職務の詳細については、スクール・サポーターの具体的な活動要領（別表 

 １）のとおりとする。 

   (1)  校内外のパトロール活動への支援  

   (2)  学校行事等への支援  

   (3)  校内非行グループを形成する生徒及びその保護者（以下「対象生徒等」とい 

   う。）への指導及び助言  

  (4)  非行防止教室等の実施  

   (5)  その他少年課長から命じられた事項  

 一部改正〔平成29年第177号〕 

第４ 対象となる中学校  

  スクール・サポーターの支援活動は、校内暴力事件の発生、校内非行グループを形成 

 する生徒等による授業妨害、不良行為等による学校現場の混乱、生徒と暴走族等地域非 

 行集団との交友による非行の拡大等非行化が著しいと認められる中学校を対象とする。 

第５ スクール・サポーターの派遣  

 １ スクール・サポーターは、学校の要請に基づき派遣する。  

 ２ 警察署長は、管内の中学校において進行中の事案、校内外の非行情勢等から特定の 

  中学校に対する継続的支援の必要性を認知し、又は特定の学校からスクール・サポー 



  ターの派遣要請に関する相談を受けたときは、少年課長に通報しなければならない。  

 ３ 少年課長は、前記２の通報を受けたときは、当該中学校の意向を確認の上、当該警 

  察署長と協議し、当該中学校に対するスクール・サポーターの派遣を決定するものと 

  する。  

 ４ 少年課長は、スクール・サポーターの派遣を決定したときは、担当するスクール・ 

  サポーターを指定し、その氏名を当該中学校に通知するものとする。  

 ５ スクール・サポーターは、少年課長及び所轄警察署長の指示を受け、学校関係者と 

  十分協議し、学校関係者の理解と協力を得た上、その意向を尊重して対策を進めなけ 

  ればならない。  

 ６ 少年課長は、スクール・サポーターの派遣先中学校における非行、問題行動等が改 

  善されたと判断したときは、当該中学校の意向を確認の上、所轄警察署長と協議し、 

  当該中学校に対するスクール・サポーターの派遣を終了するものとする。  

 一部改正〔平成29年第177号〕 

第６ 危害防止のための措置  

  少年課長は、スクール・サポーターにパトロール活動並びに対象生徒等に対する面接 

 や訪問による指導及び助言を行わせる場合で、危害を受けるおそれのあるときは、接触 

 する場所及び時間、活動内容等を勘案し、複数による対応、少年警察部門の職員の同伴 

 等受傷事故を防止するための必要な措置をとるものとする。 

第７ 警察署長の措置  

  警察署長は、スクール・サポーターに対し、管内における少年非行情勢及び派遣先中 

 学校に関する情報を提供し、及び前記第６に規定する危害防止のための措置を講じると 

 ともに、教育委員会等関係機関、団体への協力要請等その活動が円滑に推進されるため 

 の必要な措置を講じるものとする。 

 一部改正〔平成29年第177号〕 

第８ 勤務時間及び勤務計画  

 １ 少年課長は、スクール・サポーターの勤務時間について、あらかじめ勤務時間区分 

  表（別表２）により指定するものとする。  

 ２ スクール・サポーターは、翌月分の勤務計画をスクール・サポーター勤務計画表 

  （別記様式第１号）により毎月25日までに少年課長へ提出しなければならない。  



 一部改正〔平成23年第424号、29年第177号〕 

第９ 研修等  

  少年課長は、スクール・サポーターに対し、必要な知識、技術を習得させるための研 

 修を行うほか、問題解決能力を向上させるための各種教養を行わなければならない。 

第10 実施報告  

  スクール・サポーターは、活動を行った都度活動結果報告書（別記様式第２号）によ 

 り、非行防止活動の実施状況を少年課長に報告するものとする。 

 一部改正〔平成18年第287号〕 

   実施日  

 この例規通達は、平成14年４月１日から実施する。  

   実施日 （平成17年３月31日少第151号）  

 この通達は、平成17年４月１日から実施する。  

   実施日 （平成18年４月25日少第287号）  

 この通達は、平成18年５月１日から実施する。  

   実施日 （平成19年３月30日務第889号）  

 この通達は、平成19年４月１日から実施する。  

   実施日 （平成21年３月31日務第877号）  

 この通達は、平成21年４月１日から実施する。  

   実施日 （平成23年８月30日務第424号）  

 この通達は、平成23年９月１日から実施する。  

   実施日 （平成29年３月31日少第177号）  

 この通達は、平成29年４月１日から実施する。 










